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1. はじめに 

我が国は世界でも有数の災害大国である．特に地震

の発生率が高く，大規模地震における犠牲者の死因は，

内陸部では建物損壊やそれに伴う火災が，沿岸部では

津波による溺死が9割近くを占めており，津波や建物損

壊，地震火災が避難者の避難行動や生存率に大きく影

響すると考えられる．また，東北地方太平洋沖地震の

発生を機に大規模地震に対する防災・減災対策が見直

され，ハード面だけでなくソフト面における対策も充

実し，その評価及び検討を行う手法の一つとして避難

シミュレーションの必要性が高まった。以上により，

著者らの既往の研究1)ではマルチエージェントモデルを

用いて様々な要素を考慮した避難シミュレーションが

行われた． 

本研究では，既往のシミュレーション手法に対し，

地震の発生に伴う建物倒壊及び火災延焼を考慮した津

波避難シミュレーションシステムの構築を行い，適用

性の向上を図る． 

2. シミュレーション手法 

地理情報に関する必要なデータをArcGIS を用いて，

国土地理院が提供しているデータを基に作成した．対

象領域である高知県中土佐町久礼地区での作成例の一

部を図-1に示す．シミュレーションにはマルチエージェ

ントモデルを扱うことが可能なNetLogo を用いた． 

避難者は初期位置から最短距離にあるノードに移動

後，隣接している各ノードに対し次式で表される重力

モデルを用いて効用S を算出し，S が最大となるノード

を選択して移動する. 

𝑆 =
𝑎

𝑠𝛼 −
𝑏

𝑧𝛽 −
𝑐

𝑤𝛾 −
𝑑

𝑓𝛿 (1) 

ここで，s は避難所までの距離，z は標高，w は水際線か

らの距離，f は出火地点までの距離である．a，b，c，d 

は変数に対する重みであり，値が大きいほど効用に占

める割合が大きくなる．α，β，γ，δは変数に対する空

間距離の影響度であり，値が小さくなるほど影響度が

大きい．

 

図-1 地形データ作成例 

 

図-2 道路閉塞確率算出における前提条件 

 

3. 建物倒壊による道路閉塞 

地震に伴い建物の損壊が生じることで，避難経路へ

の影響が懸念される．2015年に東京消防庁が提示した手

法2)を参考に，建物倒壊による道路閉塞確率を算出し，

避難者の歩行速度に影響を与える要素として考慮する． 

道路閉塞確率の算出にあたり，前提条件を図-2を参照し

て以下に示す． 

 建物は必ず道路を挟んで向かい合っているもの

とする． 

 建物が層破壊した時の瓦礫幅に関する確率密度

関数は正規分布とする． 

 建物の倒壊は互いに影響を及ぼさず独立して発

生する． 
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図-3 道路閉塞確率算出結果 

 

 道路閉塞確率は一定区間毎ではなく作成したノ

ード毎に算出する． 

データの取得にはArcGISを用いた．また，ここで用いる

車両通行幅はポンプ車が通行可能となる幅員である3 m

を用いた． 

(1) 道路閉塞確率の算出 

2015年に東京消防庁が提示した手法を参考に，建物倒

壊による道路閉塞確率を算出する．ノード毎の道路閉

塞確率pは次式で表される． 

𝑝 = 1 − {(1 − 𝑥𝑤)𝛼𝑤 ∙ (1 − 𝑥𝑚)𝛼𝑚 ∙ (1 − 𝑥𝑝)
𝛼𝑝

 

∙ (1 − 𝑦𝑤)𝛽𝑤 ∙ (1 − 𝑦𝑚)𝛽𝑚 ∙ (1 − 𝑦𝑝)
𝛽𝑝

}     (2) 

ここで，各変数は以下の通りになる． 

 𝑥𝑤：一対の正面で向かい合う木造建物間で道路

が閉塞する確率 

 𝑥𝑚：一対の正面で向かい合う木造・非木造建物

間で道路が閉塞する確率 

 𝑥𝑝：一対の正面で向かい合う非木造建物間で道路

が閉塞する確率 

 𝑦𝑤：一対の斜めで向かい合う木造建物間で道路

が閉塞する確率 

 𝑦𝑚：一対の正面で向かい合う木造・非木造建物

間で道路が閉塞する確率 

 

図-4 道路閉塞箇所算出結果 

 

 𝑦𝑝：一対の正面で向かい合う非木造建物間で道

路が閉塞する確率 

 𝛼𝑤，𝛼𝑚，𝛼𝑝，𝛽𝑤，𝛽𝑚，𝛽𝑝：出現期待値 

これら確率の詳細は参考文献3) 4) 5)を参照されたい．対象

領域における道路閉塞確率の算出結果を図-3に示す． 

(2) 道路閉塞による速度低減 

前節の道路閉塞確率算出手法を用いた結果，本研究

では避難者が避難経路の目印とするノード全13672個の

内，閉塞する確率を持つノード数は4161個となった．道

路閉塞による速度低下を考慮するため，算出結果より

得られた4161個のノードからランダム値を用いて道路閉

塞の有無を判定し，全ノード数の約2.6％に値する349個

のノードにおいて建物倒壊による道路閉塞が発生する

とした．算出結果を図-4に示す．回避行動を行わず，閉

塞した避難路を通過する場合，瓦礫を超えることによ

る速度低下が考えられる6)．本研究では，高知県中土佐

町上ノ加江地区において実施された津波避難訓練の結

果7)から得られた低減率を年齢別に付与することで閉塞

した道路の通過を可能とする． 

4. 火災延焼シミュレーション 

(1) 出火点の検討 

 出火件数は内閣府が提示している手法を参考に，以

下に示す算出式を用いて出火率及び総出火件数を算出 
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表-1 出火件数算出結果 

 

 

する．なお，得られた値は対象領域における最大出火

件数とする． 

 全出火件数： 

  ∑出火件数= 建物数× 出火率                      (3a) 

 一般火気器具からの出火率： 

    出火率= 0.0022 × 建物全壊率
0.73

             (3b) 

 電熱器具からの出火率： 

出火率= 0.0043 × 建物全壊率
0.73

             (3c) 

 電気機器及び配線からの出火率： 

                       出火率= 0.00036 × 建物全壊率
0.73

          (3d) 

ここで，建物全壊率は1981年以前に建設された木造建物

に対し40 ％，非木造建物に対し12％を，1981 年以降に建

設された木造建物に対し10％，非木造建物に対し4％を

用いる．また，算出に用いた建物数及び総出火件数の

算出結果を表-1に示す．本研究では延焼の対象となる建

物総数を3558棟（木造建物3390棟，非木造建物168棟）

とした．出火点は算出した総出火件数を参考にランダ

ムに設定し，本研究では木造建物5棟とした． 

(2) 火災延焼シミュレーション 

 延焼速度式を基とした既存の火災延焼シミュレータ8) 9)

を用いて火災延焼シミュレーションを行う．なお，風

に対し風上側，風上側45度方向，風下側，風下側45度方

向，風横方向の5種8方向が考慮される．出火件数及び出

火点は前節において算出した結果を用いて，木造建物5

棟とする．風向及び風速は，対象領域周辺における2020

年の気象データを参考に，風向を西，風速を2 m/s とし

た．火災延焼シミュレーションの結果を図-5及び図-6に

示す． 

4. 適用例 

想定震災を南海トラフ地震断層モデルケース4 10)，対象

地域を高知県中土佐町久礼地区とし，地震による建物

倒壊と火災延焼を考慮した津波避難シミュレーション

を行う．避難者は歩行避難者2650人(年齢及び性別毎の

歩行速度，群衆速度，勾配速度，年齢性別毎の体重，

避難者の疲労，浸水済み避難経路の回避，避難所の区

分け，道路閉塞地点での速度低減を考慮) に限定し，避 

 

図-5 火災延焼シミュレーション結果1 

 

図-6 火災延焼シミュレーション結果2 

 

難開始時刻を地震発生から0分，避難所を25箇所とした．

また，前章より道路閉塞発生件数は349件，火災の出火

件数及び出火点は木造建物5棟，火災の発生時刻は地震

発生から0分とした．火災延焼の考慮に伴い，避難者は

火災が発生した建物の周囲半径10  m 圏内には立ち入ら

ないよう避難するものとする．なお，本研究では火災

による被害は考慮しない．既往の研究結果と比較を行

うため，シミュレーションは，道路閉塞及び津波の2要

素を考慮したもの，火災延焼を及び津波の2要素を考慮

したもの，道路閉塞及び火災延焼，津波の3要素を考慮

したものの3種を行う．  

(1) シミュレーション結果 

津波避難シミュレーションの結果を図-7，避難行動の

様子を図-8に示す．道路閉塞及び津波の2要素を考慮し

た場合において，犠牲者数，避難所到達率共に既往の

研究結果と差異はなかった．また，避難完了時刻も同

様に変化が見られなかった．ここで，3章で示した道路

閉塞の条件の他に，道路閉塞確率を持つ全てのノード

において道路閉塞が発生すると仮定しシミュレーショ
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図-7 津波避難シミュレーション結果 

 

 

図-8 避難行動の様子 

 

ンを行ったところ， 既往の研究結果では避難完了時刻

が地震発生から59分であるのに対し，全ての避難者が避

難完了する時刻が地震発生から67.2分と，13.8％増加す

ることが確認できた．火災延焼及び津波の2要素を考慮

した場合においては，既往の研究結果に対し，地震発

生直後からの避難であっても犠牲者数が増加，避難所

到達率が低下することが確認できた．これは図-8に示す

ように，火災延焼を考慮することによって出火点を回

避して避難所に向かう避難者や，延焼によって避難路

が塞がれ，避難所に到達できない避難者が増加したこ

とが原因として考えられる．道路閉塞及び火災延焼，

津波の3要素を考慮した場合においては，火災延焼及び

津波の2要素を考慮した場合に道路閉塞を加えることに

より，さらに犠牲者数が増加，避難所到達率が低下す

ることが確認できた． 

以上により，道路閉塞の発生や対象領域における天

候状況及びそれに伴う火災の発生により，避難者がよ

り安全に避難することが困難となることが確認できた．

また，これらの結果により，対象領域における災害発

生時の危険個所の可視化が可能となった．一方で，被

害の対象が津波のみであり，建物損壊や火災の発生に

よる直接的な被害を考慮する必要があると考えられる．

また，本研究における各シミュレーションの条件がサ

ンプルの一例に過ぎないこと，道路閉塞確率の算出に

いおいて，考慮していることが建物倒壊のみであり，

建物周辺にあるブロック塀等を考慮した道路閉塞確率

となっていないことから，シミュレーションの条件を

複数個用いて実施することで本システムの有用性を確

認する必要があると考える． 

5. おわりに 

 本研究では，既往のシミュレーション手法に対し建

物倒壊による道路閉塞と火災延焼の考慮を新たに加え，

津波避難シミュレーションシステムの機能拡張を図り，

以下の結論を得た． 

 建物倒壊による道路閉塞及び火災延焼の考慮が

可能となった． 

 本システムにより対象領域における災害時の危

険個所の予測が可能となった． 

 今後の課題としては，ブロック塀の倒壊を含めた道

路閉塞を考慮することによる本システムの拡張，避難

者に対する被害判定の検討，様々な条件下におけるシ

ミュレーションの実行による本システムの有用性及び

妥当性の確認が挙げられる． 
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